
市職員の給与などを公表します

職員の任免、職員数と給与などの状況

●問い合わせ先
　総務課　人事班（合志庁舎）☎248-1112

職員の服務の状況
　全ての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のため勤務し、職務遂行に当た
っては全力で専念しなければなりません。
　職員には、命令に従う・秘密を守る義務や信用失墜行為・争議行為の禁止、営
利企業などの従事・政治行為の制限などが課せられています。

部門別職員数の状況と主な増減理由	 （各年　4月１日現在）

職員の任免・職員数

区　分 職員数
H27.4.１現在

採用者数
(H27.4.2〜H28.4.1採用)

退職者数
(H27.4.1〜H28.3.31退職)

職員数
H28.4.１現在

一  般  職 293人 20人 15人 298人

技能労務職   25人   0人   0人   25人

合　　　計 318人 20人 15人 323人
※採用者数、退職者数には派遣職員を含みます。

職員給与費の状況（一般会計予算）

区　分 職員数
Ａ

給　　　　　　与　　　　　　費 一人当たり給与費

（Ｂ／Ａ）給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　Ｂ

平成28年度 306人 1,141,518千円 159,564千円 438,461千円 1,739,543千円 5,685千円
※１　職員手当には退職手当を含みません。
※２　給与費は当初予算に計上された額です。

職員の平均給料月額・平均給与月額・平均年齢の状況	 （平成28年4月1日現在）

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

314,300円 346,266円 41歳11月 327,500円 342,264円 49歳6月

職員の初任給の状況	 （平成28年4月1日現在）

区　分 試験区分
合　志　市 国

決定初任給 採用2年経過日
給 料 額 初　任　給 採用2年経過日

給 料 額

一般行政職
大学卒 176,700円 188,600円 176,700円 188,600円

高校卒 144,600円 153,000円 144,600円 153,000円

技能労務職 高校卒 144,600円 153,000円

職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況	 （平成28年4月1日現在）

区　分 学歴区分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職
大学卒 249,300円 278,000円 323,320円

高校卒 213,050円 260,000円 297,941円

技能労務職 高校卒 213,050円 253,850円 294,500円

一般行政職の級別職員数の状況	 （平成28年4月1日現在）

区　分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級

標 準 的 な
職 務 分 類 主  事 主　事 主　幹

主　査 主　幹 課　長
補　佐

次　長
課　長 部　長

職　員　数 31人 25人 71人 33人 45人 27人 9人

構　成　比 12.8％ 10.4％ 29.5％ 13.7％ 18.7％ 11.2％ 3.7％
※一般行政職員とは、一般職のうち公営企業職員などを除いた職員です。

職員手当の状況
区分 合　志　市 国

勤
勉
手
当

期
末
手
当

（平成27年度支給割合）
	 期末手当	 勤勉手当
  6月期	 1.225月分	  0.750月分
12月期	 1.375月分	 0.850月分
    計	 2.600月分	  1.600月分
職務上の段階、職務の 
級などによる加算措置	 有　　

（平成27年度支給割合）
	 期末手当	 勤勉手当
  6月期	 1.225月分	 0.750月分
12月期	 1.375月分	 0.850月分
   計	 2.600月分	 1.600月分
職務上の段階、職務の
級などによる加算措置	 有　　

退
職
手
当

平成28年4月1日現在
（支給率）
勤務年数	 自己都合　	 勧奨・定年　
勤続20年	 20.445月分	25.55625月分
勤続25年	 29.145月分	 34.58250月分
勤続35年	 41.325月分	49.59000月分
最高限度額	 49.590月分	49.59000月分

（その他の加算措置）
退職時　定年前早期退職特例措置
　　　　2〜45％加算
特別昇給　　無

平成28年4月1日現在
（支給率）
勤務年数	 自己都合	 勧奨・定年
勤続20年	20.445月分	 25.55625月分
勤続25年	29.145月分	 34.58250月分
勤続35年	41.325月分	 49.59000月分
最高限度額	 49.590月分	 49.59000月分

（その他の加算措置）
退職時　定年前早期退職特例措置
　　　　2〜45％加算
特別昇給　　無

特別職の報酬の状況
区　　　分 給　料　月　額　など

給　　料
市　長
副市長
教育長

825,000円
634,000円
565,000円

報　　酬

議　長
副議長
委員長
議　員

440,000円
390,000円
380,000円
370,000円

期末手当

市　長
副市長
教育長

（平成27年度支給割合）
	 6月期	 1.225月分
	 12月期	 1.375月分
	 計　	 2.600月分

議　長
副議長
委員長
議　員

（平成27年度支給割合）
	 6月期	 1.225月分
	 12月期	 1.375月分
	 計　	 2.600月分

職　　員　　数 対前年
増減数 主 な 増 減 理 由

平成27年 平成28年

一 般 行 政
部 　 門

議　　会
総務企画
税　　務
民　　生
衛　　生
労　　働
農林水産
商　　工
土　　木

4人
93人
23人
28人
20人

15人
6人

27人

5人
95人
25人
29人
21人

14人
8人

28人

1人
2人
2人
1人
1人

△1人
2人
1人

業務増による人員増
業務増による人員増
業務増による人員増
業務増による人員増
業務増による人員増

事務の統廃合による人員減
業務増による人員増
業務増による人員増

小　 計 216人 225人 9人

特 別 行 政
部　　 門

教　　育
消　　防

65人 63人 △2人 事務の民間委託による人員減

小　 計 65人 63人  △2人

公営企業等
会 計 部 門

病　　院
水　　道
交　　通
下 水 道
そ の 他

9人

8人
20人

9人

6人
20人

△2人 事務の民間委託による人員減

小　 計 37人 35人 △2人

合　計 318人 323人 5人

職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
勤務時間

年次有給休暇の取得状況	 （平成27年1月1日〜平成27年12月31日）

１週間の勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間

38時間45分 8：30 17：15 12：00〜13：00

総付与日数 総使用日数 全対象職員数 平均使用日数

11,728日 2,878日 318人 9.1日

職員の分限及び懲戒処分の状況
処分者数	 （平成27年4月1日〜平成28年3月31日）

処分の種類 処分者数 処分事由

分限処分

免　職 0人

休　職 3人 心身の故障

降　任 0人

懲戒処分

免　職 0人

停　職 0人

減　給 1人 信用失墜行為

戒　告 0人

職員の研修の状況
研修の実施状況	 （平成27年4月1日〜平成28年3月31日　総務課所管分）

区　　分 研　　修　　名 受講者数

中央等研修
早稲田大学人材マネジメント部会
市町村アカデミー研修
行政管理講座研修

3人
2人

16人

県研修協議会主催研修

新規採用職員研修
新規採用職員フォローアップ研修
新任課長研修
新任係長研修
一般職員（1部）研修
一般職員（2部）研修
各種専門研修
各種IT研修

14人
14人
8人

12人
4人

13人
10人
6人

その他研修 実務研修など 7人

職員全体研修

官民連携推進職員研修（全5回）
人権教育
人事評価研修
新規採用職員研修（全8回）
新規採用職員自衛隊研修

20人
35人

270人
14人
15人

職員の福祉の状況
健康診断の状況	 （平成27年4月1日〜平成28年3月31日）

区　分 対象者数 受診者数 備　　考

人間ドック 276人 119人 対象：30歳以上の職員

定期健康診断 321人 227人 受診者には人間ドック受診者を含む

まちづくりシリーズ⑫

重点区域土地利用計画の実現に向けて

動き出した竹迫土地区画整理事業

●問い合わせ先	 政策課　政策班（合志庁舎）
	 ☎248‐1028

生
活
の
利
便
性
に

南
北
の
格
差

　

昭
和
46
年
５
月
、
本
市
全
域
が

熊
本
都
市
計
画
区
域
に
決
定
さ

れ
、
市
街
化
区
域
と
市
街
化
調
整

区
域
に
区
分
さ
れ
ま
し
た
。
市
街

化
区
域
は
熊
本
市
と
隣
接
す
る
南

部
地
域
の
一
部
で
す
。
そ
の
用
途

は
ほ
と
ん
ど
が
住
宅
地
で
、
面
積

は
市
全
体
の
１
割
に
も
満
た
な
い

広
さ
で
し
た
。
そ
れ
か
ら
約
45
年

間
、
都
市
機
能
が
整
い
、
生
活
に

便
利
な
本
市
の
南
部
市
街
化
区
域

に
人
口
が
集
中
し
て
い
き
ま
し
た
。

　

一
方
、
市
北
部
の
市
街
化
調
整

区
域
は
ほ
と
ん
ど
が
農
地
で
、
生

鮮
食
品
や
日
用
雑
貨
を
買
う
よ
う

な
商
業
店
舗
を
建
て
る
こ
と
も
難

し
く
、
合
志
小
学
校
・
西
合
志
第

一
小
学
校
校
区
で
は
、
人
口
減

少
、
少
子
高
齢
化
が
進
ん
で
い
ま

り
相
談
会
」
を
き
っ
か
け
に
、
こ

の
２
つ
の
ハ
ー
ド
ル
の
突
破
口
が

生
ま
れ
ま
し
た
。
相
談
会
で
は

国
・
県
・
市
が
膝
を
突
き
合
わ
せ
、

「
な
ぜ
市
民
は
市
外
で
買
い
物
を

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
か
」「
な

ぜ
市
民
生
活
に
必
要
な
商
業
店
舗

さ
え
建
て
ら
れ
な
い
の
か
」「
な
ぜ

市
民
の
要
望
に
沿
っ
た
市
本
来
の

ま
ち
づ
く
り
が
で
き
な
い
の
か
」

な
ど
、
本
市
の
状
況
を
粘
り
強
く

説
明
で
き
、
よ
う
や
く
国･

県
の

理
解
と
協
力
が
得
ら
れ
る
よ
う
に

な
り
ま
し
た
。
そ
し
て
こ
と
し
５

月
、
熊
本
都
市
計
画
区
域
の
決
定

以
来
46
年
ぶ
り
に
、
杉
並
台
団
地

の
北
側
か
ら
県
道
大
津
西
合
志
線

ま
で
の
約
65
㌶
を
市
街
化
区
域
に

編
入
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
ま
し

た
。

ま
ち
に
に
ぎ
わ
い
を
生
む

商
業
地
開
発
に
着
手

　

市
街
化
区
域
に
編
入
さ
れ
る
区

域
の
う
ち
、
日
本
た
ば
こ
産
業
株

式
会
社
の
東
側
12
㌶
は
、
地
権
者

で
構
成
す
る
「
合
志
市
竹
迫
地
区

土
地
区
画
整
理
組
合
」
が
事
業
主

体
と
な
り
開
発
が
進
め
ら
れ
て
い

ま
す
。
こ
の
地
区
に
は
、
都
市
中

核
拠
点
と
し
て
生
活
利
便
施
設
、

余
暇
・
イ
ベ
ン
ト
、
地
域
交
流
・

物
産
販
売
、
健
康
・
福
祉
の
４
つ

の
ゾ
ー
ン
を
備
え
た
商
業
施
設
を

誘
致
し
、
良
好
な
環
境
で
賑
い
あ

る
商
業
地
、
多
様
な
世
代
が
住
め

る
集
合
住
宅
地
と
し
て
の
開
発
が

計
画
さ
れ
て
い
ま
す
。
11
月
７
日

に
は
起
工
式
と
安
全
祈
願
祭
が
行

な
わ
れ
、
平
成
29
年
秋
の
オ
ー
プ

ン
に
向
け
工
事
が
始
ま
っ
て
い
ま
す
。

　

重
点
区
域
土
地
利
用
計
画
に
基

づ
き
、
や
っ
と
、
本
市
の
ま
ち
づ

く
り
の
新
た
な
一
歩
を
踏
み
出
す

こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
ま
だ
ま
だ

道
半
ば
で
す
が
、
住
み
よ
い
街
を

つ
く
っ
て
い
く
た
め
に
、
こ
れ
か

ら
も
市
民
の
皆
さ
ん
の
ご
協
力
を

よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

す
。
人
口
増
加
の
著
し
い
南
部
の

市
街
化
区
域
と
、
人
口
減
少
・
高

齢
化
が
進
む
北
部
の
市
街
化
調
整

区
域
。
土
地
利
用
上
、
ま
ち
は
非

常
に
ア
ン
バ
ラ
ン
ス
な
状
態
と
な

っ
て
い
ま
し
た
。

　

特
に
商
業
に
つ
い
て
は
、
店
舗

面
積
、
従
業
者
数
、
販
売
額
と
も

県
内
14
市
中
最
低
の
値
で
す
。
人

口
が
伸
び
て
い
く
中
で
、
購
買
力

は
他
市
へ
流
れ
、
せ
っ
か
く
の
人

口
増
加
が
財
源
確
保
に
結
び
つ
か

な
い
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

竹
迫
地
区
の
有
効
利
用
で

南
北
の
地
域
格
差
を
解
消

　

市
が
土
地
利
用
の
指
針
と
し
て

平
成
23
年
３
月
に
策
定
し
た
「
合

志
市
重
点
区
域
土
地
利
用
計

画
」、
そ
の
中
の
重
点
区
域
の
１
つ

が
竹
迫
地
区
で
す
。
し
か
し
合
志

庁
舎
前
か
ら
南
部
市
街
化
区
域
に

か
け
て
は
、
必
要
が
あ
る
と
わ
か

っ
て
い
て
も
、「
市
街
化
調
整
区
域

で
あ
る
こ
と
」「
農
地
で
あ
る
こ

と
」
か
ら
、
都
市
計
画
法
や
農
地

法
の
規
制
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
は

思
う
よ
う
な
土
地
利
用
が
で
き
ま

せ
ん
で
し
た
。

　

し
か
し
平
成
25
年
５
月
、
国
土

交
通
省
が
主
催
し
た
「
ま
ち
づ
く

南部に位置する市の面積の
約１割が市街化区域

▲

安
全
祈
願
祭
で
鍬
入
れ
の
儀
を
行
な
う

竹
迫
土
地
区
画
整
理
組
合
の
衛
藤
一
也

理
事
長
（
左
）
と
荒
木
市
長
（
右
）
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